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改正 平成２０年７月２８日 
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京都市街なみ環境整備事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日付け

国官会第２３１７号，最終改正平成２３年４月１日国官会第２６２６号。以下「交

付要綱」という。），京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「補助金条例」

という。）及び京都市補助金等の交付に関する条例施行規則（以下「施行規則」と

いう。）に定めがあるもののほか，本市の区域内において，京町家等を生かしたま

ちづくりにより地域の景観を向上させる取組を行う土地所有者等に対する補助金

（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この要綱において使用する用語は，交付要綱において使用する用語の例によ

る。 

（交付の対象） 

第３条 補助金の対象となる行為は，交付要綱附属第Ⅰ編基幹事業１６－（９）－１

３に基づく次の各号に掲げる事業について，それぞれ当該各号に定める行為とし，

本市が定める他の補助金交付の対象と重複しないものとする。 

(1) 協議会活動助成事業 勉強会，資料収集，コンサルタント派遣その他良好な

街なみの形成の方策等に係る検討のために行う協議会の活動（以下「勉強会

等」という。）又は修景計画案の作成その他の通り景観改善事業（街なみ整備

助成事業のうち，修景施設整備費（ただし，建築設計費を除く。）に係るもの

をいう。以下同じ。）を実施するために必要と認められる協議会の活動（以下

「修景計画案の作成等」という。） 

(2） 通り景観改善事業 第５条第１項の規定に基づく市長の承認を受けた街づく

り協定に従って行われる住宅等，建築設備等，外構又は色彩の修景 

２ 補助金の交付の対象者は，前各項に規定する行為（以下「補助行為」という。）

を行う者とする。 

３ 同条第１項第１号に規定する事業に対する補助の対象となる期間は，新たに勉強

会等又は修景計画案の作成等に係る第６条の規定による決定をした日の属する年度

以後３年度以内とする。ただし，市長が特別の理由があると認める場合は，当該期

間を延長することができる。 



（補助金の額等） 

第４条 前条第1項第1号に規定する事業に係る補助金の額は，別表に掲げる率を乗じ

て得た額の範囲内とし，限度額は1件につき２００，０００円とする。ただし，１，

０００円未満の端数がある場合はこれを切り捨てるものとする。 

２ 前条第1項第２号に規定する事業に係る補助金の額は別に定める額に別表に掲げ

る率を乗じて得た額の範囲内とし，限度額は1件につき６，０００，０００円とす

る。ただし，３，０００円の倍数となるよう端数を切り捨てるものとする。 

（街づくり協定の承認） 

第５条 街なみ環境整備促進区域（交付要綱附属編第Ⅰ編基幹事業１６－（９）－４

に基づき，市長が定める土地の区域をいう。）内の一団の土地の区域内の土地所有

者等は，当該区域内の住環境の整備及び改善を図るため，街づくり協定を定め，市

長の承認を受けることができる。ただし，当該区域において本市の条例等により住

宅等の整備又は維持管理に関する事項等が定められている場合には，市長の承認を

受けた街づくり協定が定められているものとみなす。 

２ 市長の承認を受けた街づくり協定を変更しようとするときは，市長の承認を受け

なければならない。ただし，別に定める軽微な変更をしようとするときはこの限り

ではない。 

３ 市長は，街づくり協定が次の各要件を満たすときは，当該街づくり協定を承認す

る。 

(1) 交付要綱附属編第Ⅰ編基幹事業１６－（９）－８に掲げる事項が定められて

いること。 

(2) 当該地区に係る街なみ環境整備方針（交付要綱附属編第Ⅰ編基幹事業１６－

（９）－５に基づき市長が定めた街なみ環境整備方針をいう。）に適合してい

ること。 

(3) 京町家を生かしたまちづくりに資するものであること。 

（交付の申請） 

第６条 補助金条例第９条に規定する市長等が定める期日は，補助金の交付の対象と

なる行為を実施しようとする日の１４日前の日とする。 
２ 補助金条例第９条に規定する別に定める事項を記載した申請書は，京都市街なみ

環境整備事業補助金交付申請書（第１号様式。以下「交付申請書」という。）とす

る。 

３ 補助金条例第９条に規定する市長等が必要と認める書類は，次に掲げるものとす

る。 

 (1) 協議会活動助成事業 

ア 補助対象協議会の役員名簿及び会員名簿 

イ 規約又は定款 



ウ 補助金内訳及び収支予算書 

エ 年度別事業計画書 

オ その他市長が必要と認める図書 

(2) 通り景観改善事業 

ア 見積書 

イ 設計図書 

ウ 現況写真 

エ その他別に定める書類 

（決定の通知） 

第７条 補助金条例第１２条第１項の規定による通知の様式は，京都市街なみ環境整備事

業補助金交付決定通知書（第２号様式）とする。 

２ 補助金条例第１２条第２項の規定による通知の様式は，京都市街なみ環境整備事業補

助金不交付決定通知書（第３号様式）とする。 

（交付決定者の責務） 

第８条 前条の規定による通知を受けたもの（以下「交付決定者」という。）は，こ

の要綱及び法令等の規定を誠実に守り，街なみ環境整備事業の実施に協力するとと

もに，良好なまちづくりの推進に努めなければならない。 

２ 交付決定者は，事業を行うに当たって，地域の特性及び近隣の住環境等に配慮す

ることにより，健全で快適な住環境を保全し，及び育成するために，必要な措置を

自らの責任及び負担において講じなければならない。 

３ 交付決定者は，この要綱に基づく補助金の交付を受けて整備した物件（以下「補

助物件」という。）について将来にわたって保全の措置を講じ，継続して街なみの

景観の形成に寄与させなければならない。 

４ 前３項の責務は，交付決定者が補助物件を第三者に賃貸し，又は譲渡した場合に

は，これを当該第三者に継承させなければならない。 

（申請事項等の変更の承認） 

第９条 補助金条例第１２条第１項の規定による通知を受けた者（以下「交付決定者」と

いう。）は，交付申請書若しくはその添付書類に記載した事項（以下「申請事項等」と

いう。）を変更し，又は補助行為を中止しようとするときは，補助行為変更・中止承認

申請書（第４号様式）に別に定める書類を添えて市長に提出し，その承認を受けなけれ

ばならない。 

２ 市長は，前項の規定による補助行為の変更承認申請があった場合において，申請事項

等の変更を認めるときは，交付予定額及び交付の条件を決定し，その旨を補助行為変更

承認通知書（第５号様式）により交付決定者に通知するものとする。 
３ 市長は，前項の規定による補助行為の中止承認申請があった場合において，補助行為

の中止を認めるときは，交付予定額及び中止の条件を決定し，その旨を補助行為中止承



認通知書（第６号様式）により交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 補助金条例第１８条第１項の規定による報告は，補助行為が完了した日か

ら１４日以内に行わなければならない。 

２ 補助金条例第１８条第１項の規定による報告書は京都市街なみ環境整備事業完了

実績報告書（第７号様式）とする。 

３ 補助金条例第１８条第１項に規定する市長等が定める書類は，次に掲げるものと

する。 

(1) 完了写真 

(2) 領収書その他の補助行為の実施に要した費用を支払ったことを証する書類 

(3) その他別に定める書類 

（補助金の交付） 

第１１条 補助金条例第１９条の規定による通知の様式は，京都市街なみ環境整備事業補

助金交付額決定通知書（第８号様式）とする。 

２ 補助金条例第１９条の規定による通知を受けた交付決定者は，京都市街なみ環境

整備事業補助金交付請求書（第９号様式）により，補助金の交付を請求するものと

する。 

（補則） 

第１２条 この要綱の施行に関し必要な事項は，所轄局長が定める。 

附 則 

 この要綱は，決定の日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，決定の日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係） 

区分 費用 限度額 

協議会活動助成事業 勉強会等に要する費用及び 

修景計画案の作成等に要す 

る費用 

事業に要する額に２

分の１を乗じて得た

額 

住宅等修景費 住 宅 等 の 新 築 ， 増 築 ， 改

築，大規模修繕，大規模模

様替え及び修繕等に係る工

事費のうち，外観に係る費

用 

建築設備等修景費 住宅等の屋外に露出し景観

を阻害している建築設備等

の除去，隠ぺい又は改善に

係る工事費及び看板等の新

設又は改善に係る工事費 

外構修景費 門，塀，柵，植栽，街灯等

の整備に要する工事費 

通り景観改善

事業 

色彩修景費 周辺地域と著しく不調和な

色彩の住宅等の外観におけ

る色彩の修景費 

事業に要する額に３

分の２を乗じて得た

額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第６条関係） 

 

京都市街なみ環境整備事業補助金交付申請書 
 

 （宛先） 京 都 市 長 年  月  日 

申請者の住所（団体にあっては，主たる

事務所の所在地） 

申請者の氏名（団体にあっては，名称及

び代表者名。） 

 

 

     電話    －     

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を申請しま

す。 

事 業 の 名 称      事業       

事 業 の 実 施 場 所  京都市    区 

事業の目的及び内容 

 

事業の着手予定期日 年    月    日 

事業の完了予定期日 年    月    日 

事業に要する費用 千円 

交 付 申 請 額 千円 

注１ 事業名は，協議会活動助成事業又は通り景観改善事業の別を記入してくだ

さい。 

２ 要綱に定める図書を添付してください。 

 



第２号様式（第７条関係） 

第 号         

年 月 日 

          様 

京都市長          

（担当         ） 

京都市街なみ環境整備事業補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました京都市街なみ環境整備事業補助金につ

いて，補助金等を交付することが適当であると認め，下記のとおり交付することを決定し

ましたので，京都市補助金等の交付等に関する条例第１２条第１項の規定に基づき通知し

ます。 

なお，当該補助金の対象となった建造物については，当該補助金の目的に沿って，適正

に管理してください。 

記 

 

申 請 者 
 

行 為 地 の 所 在 

及 び 地 番 

 

 

行 為 の 内 容  

補 助 金 交 付 

予 定 額 
金       円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第７条関係） 

第 号         

年 月 日 

          様 

京都市長          

（担当          ） 

 

京都市街なみ環境整備事業補助金不交付決定通知書 

 

      年  月  日付けで申請のありました京都市街なみ環境整備事業補助金に

ついて，補助金等の交付を不適当であると認め，下記のとおり不交付することを決定しま

したので，京都市補助金等の交付等に関する条例第１２条第２項の規定に基づき通知しま

す。 

 

記 

 

申 請 者 
 

行 為 地 の 所 在 

及  び  地  番 

 

 

不 交 付 の 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第９条関係） 

 

 補助行為     承認申請書 
 

 （宛先） 京 都 市 長 年  月  日 

申請者の住所（団体にあっては，主たる

事務所の所在地） 

申請者の氏名（団体にあっては，名称及

び代表者名。） 

 

     電話    － 

 

 京都市街なみ環境整備事業補助金交付要綱第９条の規定により事業の      

 

事 業 の 名 称 事業      

事 業 の 実 施 場 所  京都市    区 

行  為  の  内  容  

変更の理由及び内容 

又は中止の理由 
 

注１ 事業名は，協議会活動助成事業又は通り景観改善事業の別を記入してくだ

さい。 

２ 該当する□に，レ印を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 変更 
□ 中止 の承認を申請します。 

変更 

中止 



第５号様式（第９条関係） 

第 号         

年 月 日 

          様  

京都市長           

（担当                    ） 

 

補助行為変更承認通知書 

 

    年  月  日付けで申請のありました，京都市街なみ環境整備事業補助金交

付決定（    年  月  日付第   号）に係る申請事項等の変更について，審査

の結果これを適当と認め，京都市街なみ環境整備事業補助金交付要綱第９条第２項の規定

に基づき，下記のとおり通知します。 

記 

 

申 請 者  

行 為 地 の 所 在 

及  び  地  番 
 

補助金交付予定額 

（変 更 前） 
金          円 

補助金交付予定額 

（変 更 後） 
金          円 

変 更 内 容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第９条関係） 

第 号         

年 月 日 

          様 

京都市長          

（担当                  ） 

 

補助行為中止承認通知書 

 

    年  月  日付けで申請のありました，京都市街なみ環境整備事業補助金交

付決定（    年  月  日付第   号）の補助行為の中止について，審査の結果

これを適当と認め，京都市街なみ環境整備事業補助金交付要綱第９条第３項の規定に基づ

き，下記のとおり通知します。 

記 

 

申 請 者  

行 為 地 の 所 在 

及  び  地  番 
 

補助金交付予定額 

（変 更 前） 
金          円 

補助金交付予定額 

（変 更 後） 
金          円 

中 止 の 条 件  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第１０条関係） 

京都市街なみ環境整備事業完了実績報告書 
 

 （宛先） 京 都 市 長 年  月  日 

報告者の住所（団体にあっては，主たる事

務所の所在地） 

報告者の氏名（団体にあっては，名称及

び代表者名。） 

 

 

 

     電話    － 
 

 京都市街なみ環境整備事業補助金交付要綱第１０条の規定により事業が完了したこと

を報告します。 

事 業 の 名 称 事業      

事 業 の 実 施 場 所  京都市    区 

交 付 決 定 日 及 び 

交 付 決 定 番 号 
年  月  日 
第     号 

交 付 予 定 額 千円 

補 助 金 の 精 算 額 千円 

事 業 の 実 施 期 間 
年  月  日から 

年  月  日まで 

計 画 事 業 量 完 了 事 業 量 

補 助 事 業 の 成 果 

  

注１ 事業名は，協議会活動助成事業又は通り景観改善事業の別を記入してくだ

さい。 

２ 補助金の精算額欄は，実際に事業に要した費用のうち，補助対象費用の額

に補助率を乗じて得た額を記入してください。 

３ 補助事業の成果欄は，活動内容又は戸数等を記入ください。 

 



第８号様式（第１１条関係） 

第 号         

年 月 日 

          様 

京都市長          

（担当                  ） 

 

京都市街なみ環境整備事業補助金交付額決定通知書 

 

     年  月  日付けで報告がありました補助事業等の実績について，    

年  月  日付け第  号（申請事項等変更承認    年  月  日付け第  

号）の補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認め，下記のとお

り補助金の交付額を決定しましたので，京都市補助金等の交付等に関する条例第１９条の

規定に基づき通知します。 

記 

 

申 請 者  

行 為 地 の 所 在 

及  び  地  番 
 

補助金交付決定額 金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式（第１１条関係） 

 

京都市街なみ環境整備事業補助金交付請求書 

 

年  月  日 

（宛先） 

京 都 市 長 

住  所          

氏  名            ㊞ 

 

 

 

                                                 

金額                  円 

 

 

 

ただし，京都市街なみ環境整備事業補助金（           事業）として 

 

上記の金額を請求します。 

 

注１ 事業名は，協議会活動助成事業又は通り景観改善事業の別を記入してくだ

さい。 

 

百万 十万 万 千 百 

 

十 

 

一 

 


